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ミャンマーにおける核⻩疸撲滅プロジェクト



⽇本:

⽇本製経⽪⻩疸計と新⽣児⻩疸ノモグラム

の組み合わせによる早期スクリーニングにより重症例は稀

⽇本の機械、システムを使って
現地でも導⼊可能な⽅法（コスト、⼿間）

⇩
持続可能な医療貢献を⾏う！

ミャンマー：重症新⽣児⻩疸（核⻩疸）による死亡や予後不良が多い

プロジェクトの⽬的



小 中 大 検索検索

我が国は、国民皆保険の下、世界最高レベルの健康寿命と保健医療水準を達成しました。今後は、長年培っ
てきた日本の経験や知見を活かし、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジの達成に向けた医療分野における国
際貢献を果たしていくことが重要な課題です。このため、厚生労働省は、医療の国際展開のため、各国の保
健省との協力関係の樹立に尽力しています。

医療技術等国際展開推進事業は、国際的な課題、我が国の医療政策や社会保障制度等に見識を有する者、我
が国の医療従事者や医療関連産業の技術者等を関係国へ派遣すること及び諸外国から医療従事者や保健・医
療関係者等を受け入れることを実施します。これらを通じて、我が国の公的医療保険制度等の日本の医療制度
に関する経験の共有、医療技術の移転や高品質な日本の医薬品、医療機器の国際展開を推進し、日本の医療
分野の成長を促進しつつ、相手国の公衆衛生水準及び医療水準の向上に貢献することで、国際社会における
日本の信頼を高めることによって、日本及び途上国等の双方にとって、好循環をもたらすことを目的としま
す。

＊令和2年度　医療技術等国際展開推進事業　研修実施機関の公募は終了しました。

（今年度の応募書類は下記の関連ファイルをご参照ください）

国立研究開発法人 国立国際医療研究センター国際医療協力局は、令和2年2月18日（火）から3月17日
（火）まで、令和2年度 医療技術等国際展開推進事業として、日本人専門家を関係国に派遣して行う現地研
修や外国人保健医療関係者の受け入れ研修実施機関を選定するため、研修機関の公募を行いました。
尚、本募集は、令和2年度予算案に基づいておこなっており、採択・執行に関しては、国会での令和2年度予
算成立が前提となっております。

＜お問い合わせ＞
国際医療協力局　医療技術等国際展開推進事業　事務局
e-mail: kokusaitenkai@it.ncgm.go.jp
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2017年

• ミャンマー⼩児科学会など現地との協⼒体制構築
• ミャンマー倫理委員会での許可
• Nomogram作成のためのデータ採取

0

5

10

15

20

0 12 24 36 48 60 72

Tc
B 

(m
g/

dL
)

Times  after birth (hour)

TcB Nomogram in Myanmar

TcB
(mg/dL)

97.5%tile

n=512
3,039 plots



2020/7/15

2018年
• ミャンマー⼈nomogramを元に
現地で⽇本式スクリーニング実施

• ミャンマースタッフの訪⽇視察
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2019年

• ⽇本式新⽣児⻩疸スクリーニングをヤンゴン市内の病院に拡⼤
• ⻩疸計11台寄附セレモニー
• ミャンマー⼈新⽣児⻩疸ノモグラムの論⽂化



成果
旧式管理（2016年） ⽇本式管理（2019年）

出生数 7,155 5,712
生産児 7,027 5,605
交換輸⾎ 20 1

Odds ratio: 16.0 (2.0 to 166.9)    p value: 0.0003

スクリーニングシステム構築により
交換輸⾎（コスト、リスクの⾼い治療⽅法）の減少

今後の⽬標

• ミャンマー⼩児科学会におけるガイドライン化
• 有効性を⽰すことにより、持続的に機器調達
• より広く普及するために安価な新機種の開発

それぞれ1⽉から6⽉までの６ヶ⽉間のデータ


